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７．アジア太平洋の安全保障秩序構想
　アジア太平洋地域においても様々な多数国間の安全保障構想はフロートしていた。
　歴史を振り返れば、国際的な非政府間組織である「アジア太平洋問題調査会」では、
1933に日本の国際法学者横田喜三郎博士らが多数国間条約構想の提案が起草されたこ
とがあった。（注1）
　冷戦期には、ソ連がブレジネフおよびゴルバチョフ書記長の時期にアジア集団安全
保障構想を掲げ、これは米国の同盟の影響を排除することが狙いだと西側には受け取
られていた。
　オーストラリアからは1998年のホーク首相、1990年のエヴァンス外相、2008年の
シドニー演説でラッド首相による提案がなされた。カナダは、1990年にクラーク首相
が北太平洋における安全保障協力対話を提議した。
　ラッド元首相は、2011年12月、OSCE外相理事会に外相として出席し、そこでの演
説で、アジアではARF、東アジアサミット、APECを作ったが、OSCE型のヘルシン
キ最終合意書のアジア太平洋版が必要であるとし、「東京協定、ジャカルタ協定、ソ
ウル協定、キャンベラ協定」の順に将来の可能性に言及した。（注2）政権交代後も、2013
年12月のキエフにおけるOSCE外相理事会でのオーストラリアの演説は、OSCE方式
のアジア太平洋の安全保障の有効性に言及した。
　日本では野田政権下で、「太平洋憲章」が準備されていたが、日の目を見ることは
なかった。（注3）
　韓国の朴大統領は、2013年に一種の非軍事的な信頼醸成措置である「北東アジア平
和協力イニシアチブ」を掲げ、インドネシアのマルティ・ナタレガウ外相は、2013年
5月に「インド太平洋友好協力条約」を提唱した。同じ構想は、インドネシアのユド
ヨノ大統領の2013年12月の訪日の際の講演でも繰り返された。このほか、台湾の馬
英九総統の2012年の「東シナ海平和イニシアチブ」が挙げられよう。モンゴルは、朴
大統領構想を補完すると説明される北東アジアの「ウランバートル対話プロセス」を
打ち出している。
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　筆者の考え方は、すでに述べたように、条約や行動規範を策定しても、履行を担保
する国際組織を欠くと、空文化する可能性が残るとするものである。
　2013年11月、日ロ間の初回の 2＋ 2（外務、防衛大臣の協議）では、外務省のホー
ムページによれば、「ラヴロフ外相から、ロシアの構想である『アジア太平洋地域に
おける安全保障の新しいアーキテクチャー』について説明があり、今後東アジア首脳
会議（EAS）での議論に日本も積極的に参加することへの期待を表明した。」（注4）
　この提案の背景としては、第二次プーチン政権発足直後に出された外交分野の大統
領令（2012年 5月 7日付）の中で初めて、「アジア・太平洋地域で新たな安全保障・
協力構造を形成するイニシアティブを推進すること」という指示が出されたことが挙
げられよう。（注5）
　ウクライナ問題をめぐる米ロ関係の悪化で、東アジアサミットの枠内での議論が今
後どのようになされてゆくのかは不透明であるが、このような将来構想の議論に、関
係国が積極的に関与することは重要である。
　アジア太平洋地域の緊張は、経済成長の中枢として世界から注目を集めているだけ
に、地域内の国々だけの問題ではなく、世界の安定と平和に直結した問題である。中
国がルールを守る責任ある大国としての行動を今後とるのかどうか、が重要な問題で
ある。ルールに基づく関係構築の議論には、まさに、それを先行して実践している
EUの関与が必要である。EUが、政治過程に招き入れられず、経済危機回復のために
中国を市場としてのみ、見なして、汎用品などの輸出を拡大するリスクは大きいだろ
う。（注6）
　いかに、ルールの遵守を確保し、紛争を予防するのか、あるいは勃発した紛争の拡
大を防ぐのか、このための危機を低減する仕組み、ひいては、このような仕組みが内
臓されたアジア太平洋地域の秩序をめぐり、建設的な将来構想の議論を活発化するこ
と自体が、危機低減や信頼醸成に役立つだろう。
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【追記】従来、中国は、多数国間の信頼醸成措置については支持していないものと推
察されていたが、2014年 4月15日、ソウルにおいて開催された、日中韓協力事務局主
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た。同教授は二段解説をとっており、長期的には、和解と平和のための共同体づくり
を提唱した。
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